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は じめ に

　航空業 は ，製造 業や 流通 業 ，
あ る い は他の サ ー ビ ス 業 と比 べ て ，独特 の

収益構造 を持 っ た 産業で あ る ． こ こ で は
， 主 と して 日本航空 と全 日空 を比

較 しなが ら， 70 年代後半 か ら 80 年代 前半 に か け て と，80 年 代後半 か ら現

在 に 至 る まで の 大 きく 2 つ に分 け ，航 空 会社の 収益 構造 の 変 化を追 っ て み

た ．第 1 節で 航 空会社 の 収益 構 造の 特徴 を挙 げた 後 ， 第 2 節 で は
， 70 年 代

後半か ら 80 年代前半 に か けて
， 航空 各社の 事業分野 （すみ分 け）が 明確 に

定め られ て い た時代 の 収益 構造 に つ い て 分析 した ． こ の 時代 の 航 空業は
，

航空 機 の 大型 化 と と も に 事業規 模 を大 き く拡 大 し，営業収益 は順 調 に 成 長

した ． しか しオ イル シ ョ ッ ク に よ る 燃 油 費の 高騰 や そ の 他 の 固 定費の 増 加

に よ っ て
， 経 常利益 や キ ャ シ ュ フ ロ

ー
（営 業利益 ＋ 減価償 却 費 ＋ 引 当金 増

分 ）の 伸 び は 取 り残 され た ．固 定費型 の 収益構造で ある に もか か わ らず，

ス ケ
ー

ル メ リ ッ トを十分に 享受す る こ とが で きなか っ たの で あ る ．第 3 節

で は 80 年代 後半の 収益構 造 に つ い て 分析 した ．バ ブ ル 期 に は
，

旺盛 な需要

と燃油 費の 低下 に 支 え られ ， 各社 と も好 業績 を誇 っ た ． ス ケ ール メ リ ッ ト

を最大 限 に 享受 した 時代 で あ っ た 。 しか しバ ブ ル 崩壊 と と もに ，費用 が 減

少 し難 い こ とや 国際線 の 価格競 争等 ， 固 定 費型 で あ る が た め の 弱点が 露 呈

し ， 収支 は 著 し く悪化 した ．現在 も厳 し い 収 支状 況 が 続 い て い る ．以 下 ，

主要な財 務指標 を提示 しなが ら ， その 大 要 を説 明 しよ う．

1996 年 1 月 受付
”：

凵本 航空株式会祉　経営企 画室　課 長補佐
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1． 航空業 の収益構造の 特徴

　下 の 表 1 ，表 2 は ，有価 証券報告 書 よ り抜粋 した 日本航 空 の 1994 年度損益計 算書 と

1994年度末時点で の 貸借対照 表で あ る．

　財務諸表 な どの 会計情報 か ら見 る と
， 以下 の よ うな特徴 が挙げ られ る ．

　（a ）「棚卸資産」が ほ どん どな い ．

　（b）「運転資本」 （＝＝ 他 流動資産 一他流動負債）が マ

　　 イ ナ ス に な る ．

（c）「航 空機」，そ の 他 の 固定資産 が 資産 の 70％．

　（d）借 入金依存度が 高い ．

　（e）収入 は ほ とん どが 航空輸送 に よる もの ，

　（D償却費負担 ， 金利負担，人件費負担 が重 い ．

　（g）運航 回数 に応 じて 増減 す る 変動費は 約 4 割程度．

　（h ）1 回 の 運 航毎 に つ い て ，旅 客数 （ま た は 貨物 量 ）

に比例す る 変動費は
， 約 13％ 程度 ．

表2　 日本航 空　賃借対照 表

（tg94 年度末 ）

　 　 　 　 　 単位 ：億 円

（資産） （負債 ・資本）

現金預金 iI 」77 社債借入金以外の

　 　 　 　 　
，
r　
．
　　

・

有価証券 　　　　569
　 9

流動負債　 　　 　　　 　 2，690
　　　　．．一．．．…i…．

他流鞭 産 i 濫128
　．

　　　　　　　　　 ．幽一・

社債借入金　　 9，440
　 　 　 　 　  

航空機　　　　5，674
　　　　，

　 　
…・・

　
…・i……一・…

他固定負債 i　 891
　　　　， 膠 ・P

他固定資産 i6   4 資本 　　　　　3，231

合 計 　 i　 16，252 合　計　　　　16，252

　 「固定費型」 の 収 益 構 造 を持 つ ため に ， ス ケ ー ル

メ リ ッ を享受 し易 い 一
方 で ，利益 の 振 幅 が 激 し くな り

が ちで あ り， 殊 に最 近 の 航 空会社 の 収益 は ，
こ の 特 徴

表 1　日本航 空　損益計 算書

（1994年度末）
　 　 単位 ：億 円
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を如実 に 表 して い る，

て きた ．

しか し企 業 に よ っ て ， ま た時代 背景 に よ っ て
， 収益構造 も変化 し

2． 80 年代前半 ま で の 収益構造

　航空業 は 1986年 に新航空 政策に 移行す る まで
， 俗 に航空 憲法 とも呼ばれ る 「45 ・47

体 制」の 下 に あ り，航空 各社 の 事業分野 は 以 下 の よ うに 定め られ て い た ．

・日本航 空 は 国際線定期航空 を 一・
元的に 運営

・日本航空 と全 日空は 国 内幹線 を運 営

・全日空 と東亜 国内航 空は 国内 ロ
ー

カ ル 線 を運営

・全 日空 は近 距 離 国際 チ ャ
ー

タ

ー
便 を運営

2．1　 日本航空 の 収益構 造

　1986年度 まで の 日本航 空 の 営

業 収益 と経常 利益 の 推 移 を示 し

た もの が
， 図 2．1 の グ ラ フ で あ

る ． また 図 2．2 は ，営業収益 と

キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

（営 業稼 得資 　200

金 ＝ 営業利益 ＋ 減価 償却 費 ＋ 引
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 150

当金 増分）の 推 移 を
，
1976 年 ＝

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 100

100 と し て 表 し た もの で あ る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 50
1976 年 度 か らの 10 年 間 で ，営

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0
業 収益 は 約 2 倍 と順 調 に 拡 大 し

て きた もの の
， 経 常 利益 や キ ャ

ッ シ ュ フ ロ
ー は そ れ に 伴 っ て 増

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 180
加 して こ な か っ た こ とが わか る ． 170

　図 2．3 は
， 航 空 会 社 の 事 業 規

160

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 150

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 500
8，000
　 　 　 　 300
6，000
　 　 　 　 100

4，000 　 　＿100

2，000　 −300

　 0　 　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 　 　 −500
　 　 73　74　75　767778798081 　82838485 　86

　 図 2、1　 日本航空 ：事業収益 と経常利益の 推移
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図 2．2　日本航空 ：営業収益 とキ ャ シ ュ フ ロ
ー

の 推移

模 を表 す有 効 座席
キ

、， （座 席 数 に 140

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 130
距 離 をか けた もの ）の 推 移 を示
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 120

した もの で あ る ．供給量 は営 業 110

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 100
収益 と同様 ， 大幅に伸 び て きた．
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 76

　 しか し こ の 間 ， 生 産手 段 で あ

77　　 78　　79　　80　　 81　　82　　83　　 84　　85　　86

図2．　3　日本航空 ：供給量 と機材大型化 の推移
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る航空機の 機材数は ほ とん ど変化 して い な い ． こ れ は ジ ャ ン ボ ジ ェ ッ ト機の 就航等 ，
航

空機材 の 大型化が 進展 した こ とを示 して い る ．図 2．3 に 見る よ うに ， 供 給量増 の 大部分

は
，
1機 当 り供 給量の 増 加 に よ る もの で あ っ た ．航 空機大型化 は

，
座 席 当 りコ ス トの 低

下 を もた ら し，ス ケ ール メ リ ッ トを存分 に 享受 させ ，有効座 席   増 以 上 の 利益 及 びキ ャ

ッ シ ュ フ ロ
ー

の 伸 び をもた らす こ とが期 待 され る もの で あ っ た ． しか し現 実 に は
， 収益

増が 順調 で ある の に 比 べ
， 経常利益や キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ーは振幅が激 し く
，

あ ま り伸び な

か っ た．

　 この 原 因を費用の 面か ら見る と
，

以 ドの 3 点が 挙 げ られ る．

　 まず第 1 に
，

オ イル シ ョ ッ ク に よ り航空 燃油費が 高騰 した こ と，

　第 2 に ， こ の 間に運 航 施設利用 費 （着 陸料等）の 負担が 重 くな っ た こ と，

　第 3 に
， その 他 の 固定 費が収益 とほ ぼ 同 じペ

ース で 増加 して い っ た こ と　等 ．

　図 2．4 は
， 日本航空 の 「有償旅客   当 り旅客 収入 J （以 後 「単位 当 り収入」）の 推移 を

　 示 した もの で ある ．

　 こ の 間は イ ン フ レ下 に あ り， 国内線 の 運 賃 は 40 ％ 近 く上 昇 した ． 国内線 の 単位 当 り

収入 は ， 運 賃の 上 昇 と と
　　　　 　　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　 1976 年＝100

もに比 較 的順調 に 上 昇 し　140

て きた が
， 国際線の 単位

当 り収入 は ほ とん ど上 昇

して い ない ．大 量輸送 時

代 を迎 え ， 海外旅行が 一

般 化 した た め
， 図 2，5 に

見 る よ うに
， 日本航空 に

お い て も利用 率 （有償 旅

客  ÷ 有効座 席   ）は上

昇 し，収入 の 大幅増 を実

現 した ．

　 しか し固定費の 増加 に

は ， イ ン フ レの 影響 が 少

な か ら ず あ っ た と 思 わ

れ ， イ ン フ レ を加味 した

実 質ベ ース で 考 え る と
，

こ の 収入増 も旅客数増 に

120

100

80
　 76　　77　　78　　79　　　80　　81　　　82　　83　　 84　　85　　　86

　　　 　　　図2．4　 日本航空 ：単位 当り収入
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　　　 　　　 図2，5　日本航空 ：利用率推移
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伴 っ た もの で は な か っ た と言

える ．

　 経 常利 益 ・キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー
の 伸 び が小 さか っ た 原 因は

，

順 調 に 見 え た収 入 面 に もあ っ

た と考 え られ る．

2 ． 2 全 日空の 収益構造

　 図 2．6 は 国内線 を専門 に運航

し て い た 全 日空 の 営 業 収益 ・

経常利益の 推 移で あ る ． 日本

航 空 に 比 べ
， 極 め て 安 定 的 に

推移 した こ とが わ か る．

　 た だ し営業利益 は ， 第 2 次

オ イ ル シ ョ ッ ク 時 の 1979 年 と

81 年 ， 赤字 を計上 して い る ．

燃 油 費負 担 の 増 加 が 収 支 を 圧

迫 した た め だ が ，収 支 状 況 が

苦 しい 峙 に は 資 産売 却等 に よ

っ て
， 経 常 利 益 の 平準化 を図

っ て い た よ うで ある ．

　全 日空 の こ の 間 の 費 用 増 の

内 訳 は
， 日本航 空 と ほ ぼ 同 じ

で あ る．

　（a ）オ イル シ ョ ッ ク に よ る燃

　　 油費の 高騰 ，

　（b）空 港使 用 料 （着 陸料等 〉

　　の 上 昇 ，

　（c ）そ の 他の 固定費の 増 加

140

120

100

80

250

200150100

50

　 0

億 円

5，000

4，000

3，000

2，000

1ρ00

　 0

　　　　　　　　　嬬

蹴
゜°

　　　　　　　　　1嬬
74　75　76　77　78　79　80　81　82　83　84　85　86

図 2．6　全 日空 ：営業収益 と経常利益 の 推移

1976年＝100

76　　77　　78　　79　　80　　 81　　82　　83　　84　　85　　86

　　　 図 2．7　全 日空 ：運賃 と単位当り収入

1976年＝100

74　 75　 76　 77　 78　 79　 80　 81　 82　 83　 84　 85　 86

　図 2。8　全 日空 ：営業収益 とキャ シュ フ ロ ーの 推移

　特 に 国 内線 主体 の 全 日空で は
， 空港使用料の 負担増 が 非常に大 きか っ た ．

　しか し， 国内線で は こ うした不 可避 的 な費用増 を価格 に転嫁 しや すか っ た と言 える で

あろ う．前述 の よ うに 運賃は 40 ％ 近 く上 昇， さ らに 図 2．7 の よ うに 運賃の 上 昇 に伴 い
，
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単位当 り収入 も上 昇 して い る ． 日本 航空の 国内線 と比較 して も，極め て 順 調 に単位 当 り

収 入が 上昇 して きた こ とが わ か る ．

　こ の 結果 ， 経常利 益が 安定 し
， また キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー も（十分 な伸 び とは言 えな い ま

で も）， 日本航空に 比べ れ ば安定 して 伸びて きた （図 2．8）．

　総 じて 言 えば
，
80 年代前半 まで の 航 空業 界 は

， 収益 規模 は 順 調 に成 長 して きた もの

の ，「固定費型」で あ る に もか か わ らず，利益水準 や キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
の 伸 び は取 り残 さ

れ て きた． こ れ は ， オ イル シ ョ ッ ク に よ る燃 油 費の 高騰 運 航施設 利用 費等の 不可避 的

な費用増 に加え ， 人件費 な どの 「固 定費」 も収益増 と共 に増加 して きた こ とに よる もの

で あっ た．

　加 えて 国際線で は 費用増 に もかかわ らず，単位 当 り収入 は横ばい に推移 した た め
， 国

際線 主体 の 日本航空 で は ，利益 ・キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 伸 び は小 さ く， また不安定 で あ り，

全 日空の 収 支は比 較 的安定 して い た

3． 80 年代後 半以 降 の 収 益 構造

　80 年代後半に 入 り， 航空会社に と っ て
， 次の よ うな大 きな環境の 変化が起 こ っ た ．

　 （a ）1985 年の プ ラ ザ 合 意以

　降の 急速 な 円高の 進 行，

（b）1986 年 の 新航 空 政策 実

　施 ，

一 「国際線の 複数社制」，

　 「国内線 の 競争促進」，

　 「日本航 空民営化」

（c ）い わ ゆ る テ ン ミ リ オ ン

　計画 （海外 旅行者 を 5 年

　で 1千万 人 に する ） の ス

　 タ
ー

ト， 等

3．1　 「バ ブル 期 」に お け

る 日本航空の 収益 構造

　3．1 は 80 年代後半以 降 の 日

本航 空 営 業収益 ・経常 利益 の

推移 で あ る ．

億 円
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図 3．1　 日本航空 ：営業収益 と経常利益の 推移
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　　 　　 図 3．2　日本航空 ：国際線単位当り収入
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　上 記 の 環境変 化 は
， 80 年

代後 半の 国 際線旅客需 要 を

急 速 に増 加 させ た ． また 円

高 の 影響 で
一旦 は 低 下 し た

国 際 線 の 単 位 当 り収 入 も ，

バ ブ ル 景 気 を追風 に フ ァ
ー

ス トク ラ ス ・ビ ジ ネ ス ク ラ

ス 需要が 伸 び， 図 3．2 の よ う

に 回復 して きた ．

　旺 盛 な需 要 を受 け ， 利 用

率 も上 昇 （図 3．3），収益 は

順 調 に 増加 して い っ た ． 営

業 収 益 は 1984 年 か ら 1989

年 まで に 28％ 増加 した．

　
一

方 費用 面 で は ， オ イ ル

シ ョ ッ ク 以 降悩 ま さ れ て き

た 燃 油 費が 円 高 と価 格の 低

下 に よ り，大 きく減少 した ．

75％
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　 84　 85　 86

　 　 　 　図 3．3
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日本航空 ：国際線利用率推移

1976年 ＝100

084
　　85　　 86　　87　　88　　89　　90　　91　　92　　93　　94

　図3，4　 日本航空 ：営業収益 とキ ャ ッ シュ フ ロ ーの推移

　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 1989 年の 燃油 費は ， 1984 年 の 約 2／3 まで 減少 して い る ．

　 こ う して い わ ゆ るバ ブ ル期 に は ，航空業各社 は まさに ス ケ ール メ リ ッ トを存分 に 享受

し， 日本航空 も 1989 年 に は 「空前 の 経常 利益」 527 億円 を計 上 した． 図 3．4 の よ うに，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー も 1984 年比 で 約 2 倍近 くまで 膨 らん で い る．

　 しか しこ の 影で
， 実際は 各種の 問 題 も抱 えて い た．

　1 つ は
， 「空前 の 利益」 の 影で 「固定 費」 も増 加 して い た こ とで あ る．1989年の 営業

費用 は 1984 年 に 比べ ， 25％ 増加 して お り， 収入増 を下回 っ て い た た め
， 大幅な利益増

とな っ たが ，燃 油費以外の 営業費用は ， 1984 年比 で 44％ も増加 して い た の で あ る．

　2 つ め は 急増 した 国際線需要 に ， 日本の 航空 会社 は 十 分 に対応 しきれ て い な か っ た こ

とで ある ．「機材の 大型 化」 も限界が 近づ き日本航空の 生 産能力 は急速 に は拡大 で きず ，

国際線 に 参入 した ば か りの 国 内他社 の 供給力 も未 だ小 さか っ た． そ の た め， 国際線 が複

数社体制 に な っ た とは い え，急速 に 伸 び た需要 に 応 え た の は 海外 の 航空会社で あ っ た．

3．2　 「バ ブル 崩壊 後」の 収 益構造

　バ ブ ル 崩壊後 ， 「空前 の 利益」の 下 に 隠れ て い た 「弱点」が
一

挙 に 顕在化 した．
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　 日本航空 を含 め
， 各航空会社が 需要増 に 応 え よ うと供給拡 大 を図 っ た ため ，景気後退

と ともに需給 は急速 に緩 み ，図 3．3 の よ うに利用率 は急低 下 した ．

　航空業は 「固定費型」で あ るが ため に 「値下 げに よ る拡販 」の 効果が 大 き く， また海

外航空会社 が 円高を背景に コ ス ト競争力 を高 め た こ と もあ り， 国際線 は激 しい 価格競争

に突 入 した ．単 価の 高い ビ ジ ネス 需要 の 落 ち込 み が 激 しか っ た こ と とあ い ま っ て ，単位

当 り収入 も急速 に低下 して い っ た ．

　
一

方で膨 らん で い た 「固 定費」 は 減少せ ず ，
1992 年 に は 「空前 の 赤字」 538 億 円に

転 落 した ． ピ ー
ク 時か ら わ ず か 3 年 ，

1000 億 円以 上 の 減益 で あ る ． キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 悪化 は さら に 激 し く， 1989 年 と 1993 年 を比較 す る と，約ム 85％　 1700 億 円程度 の

減少と な っ た ．

　80 年代後半以 降 ， 国際線 は海外航 空 会社 との 問で 自由競争 に 近付 き
， 価格 は市場原

理 に基 づ い て 決 定 され て きて い る ． こ の た め ，国 際 線 を主 力 とす る 日本航 空 は， 「固定

費型」 の 収益構造が 持 つ メ リ ッ ト ・デ メ リ ッ トを，短期間の 内に 十分過 ぎる ほ ど経験 し

た，

3 ． 3 全 日空の 収益構造

　
一

方 ， 図 3．5 の よ うに 80 年代

後 半 に な っ て も， 全 日空 の 収 支

は非常に安定 して い る．

　 国際 線 に 参 入 した と は い え ，

主 力 は 国 内線 で あ り， 上 述 した

よ うな 国 際線 の 環 境 変 化 の 影響

が小 さか っ た の で あろ う．

　 しか し日本航空 と同 じよ うに
，

収 入増 と燃 油 費 の 減 少 に よ り，

1989年に は 315億 円の 経 常利益

を計上 した も の の
，

そ の 後 は低

迷 ， 1994 年の 経 常利 益 は 11 億

円 まで 減少 した．

　 図 3．6， 3．7 の よ うに
， 全 目空

国 内線 もバ ブ ル 崩壊 後 の 利 用率

と単位 当 り収入 の 低下 は 顕著で

億円
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図3．5 　全 日空 ：営業収益 と経常利益 の 推移
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　　 　図3．　6 全 日空 ： 国 内線利用率推移
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ある．

　国 内線 の 競争促進 の 結 果 ，

費用増 を価格 に転嫁 す る こ と

が 難 し くな り， 「安定 し た 国

内線」 と は必 ず し も言 えな い

時代が 来 て い る の で あ ろ う．

　80年代後半の 環境変化は
，

「固定費 型」 構 造 の 航 空 会社

が ，持 っ て い た 強 さ と もろ さ

を顕 著 に示 した ．
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　　　　 図 3．7 全 日空 ：国内線単位 当 り収入

　1995 年は両社 と も増収増益 を見込 ん で い る が ，依然厳 しい 状況 は続 く．

　今後規制 緩利 が進 み競争が 厳 し くなれ ば
， 航空会社の 収支 は ます ます不安定 さ を増す

で あろ う．

　世 間を騒が せ た 「契約制 ス チ ュ ワ
ー

デ ス」等，現在航空 会社が 打 っ て い る 各種施策 も，

単 に費 用 の 削減 に留 ま らず ，「固定費」 の 変動費化等 ，収益構造 を変化 させ る こ とを通

じて 安定 した収支 を得 られ る もの で な くて は な らな い と思 う
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